








Ⅲ.貸借対照表

（単位：千円）
前期（ご参考）

（平成28年3月31日）
当　期

（平成28年9月30日）
資産の部

流動資産
現金及び預金 9,924,511 11,121,948
信託現金及び信託預金 2,545,963 2,130,837
営業未収入金 141,807 148,409
前払費用 582,096 586,995
未収消費税等 19,921 −
その他 252 1
貸倒引当金 △8,179 △13,150
流動資産合計 13,206,374 13,975,040

固定資産
有形固定資産

建物 47,462,490 61,434,343
減価償却累計額 △5,301,851 △8,874,733
建物（純額） 42,160,638 52,559,610

構築物 240,499 274,804
減価償却累計額 △52,972 △75,713
構築物（純額） 187,527 199,090

機械及び装置 65,826 118,069
減価償却累計額 △28,740 △45,544
機械及び装置（純額） 37,086 72,525

工具、器具及び備品 256,693 408,157
減価償却累計額 △127,750 △208,732
工具、器具及び備品（純額） 128,942 199,425

土地 34,977,548 44,371,541
建設仮勘定 − 4,519
信託建物 83,587,680 70,419,195

減価償却累計額 △12,376,918 △10,448,716
信託建物（純額） 71,210,761 59,970,478

信託構築物 419,670 385,885
減価償却累計額 △120,380 △119,291
信託構築物（純額） 299,290 266,593

信託機械及び装置 443,599 394,682
減価償却累計額 △150,379 △146,921
信託機械及び装置（純額） 293,219 247,761

信託工具、器具及び備品 265,084 170,190
減価償却累計額 △129,207 △84,188
信託工具、器具及び備品（純額） 135,877 86,002

信託土地 64,496,426 55,175,980
信託建設仮勘定 − 7,628
有形固定資産合計 213,927,319 213,161,157

無形固定資産
信託借地権 546,283 546,283
信託水道施設利用権 293 267
商標権 704 621
無形固定資産合計 547,282 547,173

投資その他の資産
差入保証有価証券 9,694 9,750
敷金及び保証金 743 743
長期前払費用 851,958 747,675
修繕積立金 112,463 122,509
投資その他の資産合計 974,859 880,678

固定資産合計 215,449,461 214,589,008
繰延資産

投資口交付費 17,794 8,902
投資法人債発行費 30,263 69,315
繰延資産合計 48,057 78,217

資産合計 228,703,893 228,642,267
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（単位：千円）
前期（ご参考）

（平成28年3月31日）
当　期

（平成28年9月30日）
負債の部

流動負債
営業未払金 316,461 542,556
短期借入金 8,000,000 −
1年内返済予定の長期借入金 25,952,757 22,183,405
未払金 22,520 37,220
未払費用 418,281 418,845
未払法人税等 604 605
未払消費税等 − 42,694
前受金 753,544 649,638
その他 19,509 17,016
流動負債合計 35,483,679 23,891,982

固定負債
投資法人債 3,700,000 9,200,000
長期借入金 79,583,065 85,748,660
預り敷金及び保証金 775,985 917,679
信託預り敷金及び保証金 1,059,270 871,038
デリバティブ債務 674,896 525,711
固定負債合計 85,793,217 97,263,089

負債合計 121,276,897 121,155,071

純資産の部
投資主資本

出資総額 91,715,714 91,715,714
剰余金

出資剰余金 6,682,398 6,682,398
配当積立金 6,878,836 6,878,836
当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,824,942 2,735,958
剰余金合計 16,386,176 16,297,192

投資主資本合計 108,101,891 108,012,907
評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △674,896 △525,711
評価・換算差額等合計 △674,896 △525,711

純資産合計 ※1� 107,426,995 ※1� 107,487,196
負債純資産合計 228,703,893 228,642,267

50



（単位：千円）
前期（ご参考）

自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）
当　期

自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）
営業収益

賃貸事業収入 ※1� 7,943,724 ※1� 8,133,821
営業収益合計 7,943,724 8,133,821

営業費用
賃貸事業費用 ※1� 3,455,339 ※1� 3,628,670
資産運用報酬 529,900 543,100
役員報酬 5,400 6,200
資産保管手数料 13,232 13,628
一般事務委託手数料 38,890 40,132
会計監査人報酬 14,500 14,500
貸倒引当金繰入額 2,857 7,428
貸倒損失 112 78
その他営業費用 255,925 279,223
営業費用合計 4,316,157 4,532,962

営業利益 3,627,567 3,600,858
営業外収益

受取利息 272 10
雑収入 70,625 11,663
営業外収益合計 70,898 11,673

営業外費用
支払利息 533,192 513,813
融資関連費用 326,242 346,555
投資口交付費償却 8,892 8,892
投資法人債発行費償却 3,678 5,883
その他 1,605 1,582
営業外費用合計 873,612 876,727

経常利益 2,824,852 2,735,804
税引前当期純利益 2,824,852 2,735,804
法人税、住民税及び事業税 605 605
法人税等合計 605 605
当期純利益 2,824,247 2,735,199
前期繰越利益 694 759
当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,824,942 2,735,958

Ⅳ.損益計算書
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前期（ご参考）（自  平成27年10月1日　至  平成28年3月31日）� （単位：千円）
投資主資本

出資総額
剰余金

投資主資本合計
出資剰余金 配当積立金

当期未処分利益
又は当期未処理

損失（△）
剰余金合計

当期首残高 91,715,714 6,682,398 7,020,078 2,724,637 16,427,113 108,142,828
当期変動額

配当積立金の取崩 △141,242 141,242 − −
剰余金の配当 △2,865,184 △2,865,184 △2,865,184
当期純利益 2,824,247 2,824,247 2,824,247
投資主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − △141,242 100,305 △40,937 △40,937
当期末残高 91,715,714 6,682,398 6,878,836 2,824,942 16,386,176 108,101,891

評価・換算差額等
純資産合計

繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当期首残高 △394,442 △394,442 107,748,386
当期変動額

配当積立金の取崩 −
剰余金の配当 △2,865,184
当期純利益 2,824,247
投資主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △280,454 △280,454 △280,454

当期変動額合計 △280,454 △280,454 △321,391
当期末残高 △674,896 △674,896 107,426,995

当期（自  平成28年4月1日　至  平成28年9月30日）� （単位：千円）
投資主資本

出資総額
剰余金

投資主資本合計
出資剰余金 配当積立金

当期未処分利益
又は当期未処理

損失（△）
剰余金合計

当期首残高 91,715,714 6,682,398 6,878,836 2,824,942 16,386,176 108,101,891
当期変動額

剰余金の配当 △2,824,183 △2,824,183 △2,824,183
当期純利益 2,735,199 2,735,199 2,735,199
投資主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − − △88,984 △88,984 △88,984
当期末残高 91,715,714 6,682,398 6,878,836 2,735,958 16,297,192 108,012,907

評価・換算差額等
純資産合計

繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当期首残高 △674,896 △674,896 107,426,995
当期変動額

剰余金の配当 △2,824,183
当期純利益 2,735,199
投資主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 149,185 149,185 149,185

当期変動額合計 149,185 149,185 60,200
当期末残高 △525,711 △525,711 107,487,196

Ⅴ.投資主資本等変動計算書
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

期　別

項　目

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

1.	‌�有価証券の評価基準及び評
価方法

①満期保有目的の債券
　　償却原価法（定額法）を採用しています。

①満期保有目的の債券
　　同左

2.	‌�固定資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（信託不動産を含む）
　　定額法を採用しています。
　‌�　なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以

下の通りです。
　　建物	 1～60年
　　構築物	 4～60年
　　機械及び装置	 10～24年
　　工具、器具及び備品	 2～21年
②無形固定資産
　　定額法を採用しています。
③長期前払費用
　　定額法を採用しています。

①有形固定資産（信託不動産を含む）
　　同左

②無形固定資産
　　同左
③長期前払費用
　　同左

3.	‌�繰延資産の処理方法 ①投資口交付費
　　3年間で均等額を償却しています。
②投資法人債発行費
　‌�　投資法人債の償還期間にわたり均等償却し

ています。

①投資口交付費
　　同左
②投資法人債発行費
　　同左

4.	引当金の計上基準 貸倒引当金
　債権の貸倒損失に備えるため、貸倒懸念債権
等特定の債権について、個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上しています。

貸倒引当金
　同左

5.	‌�収益及び費用の計上基準 固定資産税等の費用処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、都市計
画税及び償却資産税等については、賦課決定さ
れた税額のうち、当計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用して
います。
　なお、不動産等の取得に伴い、譲渡人に支
払った固定資産税等の精算金は賃貸事業費用と
して計上せず、当該不動産等の取得価額に算入
しています。

固定資産税等の費用処理方法
　同左

6.	ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
　‌�　原則として繰延ヘッジ処理によっていま

す。なお、特例処理の要件を満たしている金
利スワップについては特例処理によっていま
す。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段　金利スワップ取引
　　ヘッジ対象　金利
③ヘッジ方針
　‌�　本投資法人は、財務方針に基づき、規約に

規定するリスクをヘッジする目的でデリバ
ティブ取引を行っています。

④ヘッジの有効性評価の方法
　‌�　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累

計と、ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動
の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検
証することにより、ヘッジの有効性を評価し
ています。ただし、特例処理によっている金
利スワップについては、有効性の評価を省略
しています。

①ヘッジ会計の方法
　‌�　同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　同左

③ヘッジ方針
　　同左

④ヘッジの有効性評価の方法
　‌�　同左

Ⅵ.注記表
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期　別

項　目

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

7.	‌�その他計算書類の作成のた
めの基本となる重要な事項

①‌�不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については、信託財産内の全ての資産及
び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について、貸借対照表及び損
益計算書の該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については、貸
借対照表において区分掲記しています。
a.	信託現金及び信託預金
b.	‌�信託建物、信託構築物、信託機械及び装

置、信託工具、器具及び備品、信託土地
c.	信託借地権、信託水道施設利用権
d.	信託預り敷金及び保証金

②消費税等の処理方法
　‌�　消費税等の会計処理は、税抜方式によって

います。ただし、固定資産及び繰延資産につ
いては、税込処理によっています。

①‌�不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については、信託財産内の全ての資産及
び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について、貸借対照表及び損
益計算書の該当勘定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については、貸
借対照表において区分掲記しています。
a.	信託現金及び信託預金
b.	‌�信託建物、信託構築物、信託機械及び装

置、信託工具、器具及び備品、信託土地、
信託建設仮勘定

c.	信託借地権、信託水道施設利用権
d.	信託預り敷金及び保証金

②消費税等の処理方法
　　同左

（貸借対照表に関する注記）

前期（ご参考）
（平成28年3月31日現在）

当　期
（平成28年9月30日現在）

※1.	‌�投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める
最低純資産額

		  50,000千円

※1.	‌�投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める
最低純資産額

		  50,000千円

（損益計算書に関する注記）

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

※1.	賃貸事業損益の内訳
A.	 賃貸事業収益

賃貸事業収入
（賃貸料）	 6,843,661千円
（共益費）	 440,454千円
（駐車場収入）	 293,635千円
（付帯収入）	 56,436千円
（その他賃貸事業収入）	 309,536千円
　　　　合計	 7,943,724千円

B.	 賃貸事業費用
賃貸事業費用

（物件管理等委託費）	 470,924千円
（公租公課）	 446,281千円
（水道光熱費）	 156,666千円
（修繕費）	 309,126千円
（保険料）	 20,067千円
（営業広告費等）	 210,566千円
（信託報酬）	 98,543千円
（減価償却費）	 1,668,207千円
（その他賃貸事業費用）	 74,956千円
　　　　合計	 3,455,339千円

C.	 賃貸事業損益（A－B）	 4,488,385千円

※1.	賃貸事業損益の内訳
A.	 賃貸事業収益

賃貸事業収入
（賃貸料）	 6,987,641千円
（共益費）	 458,549千円
（駐車場収入）	 299,700千円
（付帯収入）	 54,469千円
（その他賃貸事業収入）	 333,459千円
　　　　合計	 8,133,821千円

B.	 賃貸事業費用
賃貸事業費用
（物件管理等委託費）	 473,821千円
（公租公課）	 504,610千円
（水道光熱費）	 143,163千円
（修繕費）	 397,175千円
（保険料）	 19,484千円
（営業広告費等）	 215,622千円
（信託報酬）	 78,473千円
（減価償却費）	 1,715,666千円
（その他賃貸事業費用）	 80,653千円
　　　　合計	 3,628,670千円

C.	 賃貸事業損益（A－B）	 4,505,150千円

（投資主資本等変動計算書に関する注記）

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

発行可能投資口総口数� 5,000,000口
発行済投資口の総口数� 1,640,060口

発行可能投資口総口数� 5,000,000口
発行済投資口の総口数� 1,640,060口

54



（税効果会計に関する注記）

前期（ご参考）
（平成28年3月31日）

当　期
（平成28年9月30日）

1.	繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産−流動）
貸倒引当金繰入超過額	 2,596千円
繰延税金資産（流動）小計	 2,596千円
評価性引当金	 △2,596千円
繰延税金資産（流動）合計	 －千円

（繰延税金資産−流動）の純額	 －千円

（繰延税金資産−固定）
合併時受入評価差額（長期前払費用等）	 32千円
合併時受入評価差額（土地・建物）	 4,072,199千円
合併時受入繰越欠損金	 254,116千円
減損損失	 672,456千円
繰延ヘッジ損失	 214,212千円
繰越欠損金	 160,196千円
繰延税金資産（固定）小計	 5,373,213千円
評価性引当金	 △5,373,213千円
繰延税金資産（固定）合計	 －千円

（繰延税金負債－固定）	
繰延ヘッジ損益	 －千円
繰延税金負債（固定）合計	 －千円

（繰延税金負債−固定）の純額	 －千円

1.	繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産−流動）
貸倒引当金繰入超過額	 4,174千円
繰延税金資産（流動）小計	 4,174千円
評価性引当金	 △4,174千円
繰延税金資産（流動）合計	 －千円

（繰延税金資産−流動）の純額	 －千円

（繰延税金資産−固定）
合併時受入評価差額（長期前払費用等）	 28千円
合併時受入評価差額（土地・建物）	 4,057,002千円
合併時受入繰越欠損金	 254,116千円
減損損失	 670,292千円
繰延ヘッジ損失	 166,860千円
繰越欠損金	 160,196千円
繰延税金資産（固定）小計	 5,308,497千円
評価性引当金	 △5,308,497千円
繰延税金資産（固定）合計	 －千円

（繰延税金負債－固定）
繰延ヘッジ損益	 －千円
繰延税金負債（固定）合計	 －千円

（繰延税金負債−固定）の純額	 －千円

2.	‌�法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
差異の原因となった主な項目別の内訳
� （単位：％）
法定実効税率	 32.31

 （調整）	
支払分配金の損金算入額	 △31.68
評価性引当金の増減	 △3.91
税率変更による影響額	 3.42
その他	 △0.11
税効果会計適用後の法人税等の負担率	 0.02

2.	‌�法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
差異の原因となった主な項目別の内訳
� （単位：％）
法定実効税率	 31.74

 （調整）	
支払分配金の損金算入額	 △31.16
評価性引当金の増減	 △0.58
税率変更による影響額	 －
その他	 0.02
税効果会計適用後の法人税等の負担率	 0.02

3.	‌� 決算日後の法人税等の税率の変更
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15
号）が平成28年3月31日に公布され、平成28年4月1日以
後に開始する計算期間から法人税率が引下げられることに
なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債
の計算に使用する法定実効税率は、平成28年4月1日以後に
開始する計算期間において解消が見込まれる一時差異につ
いては従来の32.31％から31.74％に変更されます。なお、
当該変更による影響額は軽微です。

－

（金融商品に関する注記）
前期（ご参考）（自  平成27年10月1日　至  平成28年3月31日）

1. 金融商品の状況に関する事項
（1）	金融商品に対する取組方針

　本投資法人は、不動産及び不動産信託受益権の取得に当たっては、銀行借入、投資法人債の発行及び投資口の発行等による
資金調達を行います。また、本投資法人は、原則として、金融商品による資金運用は行わない方針であり、有価証券への投資は、
宅地建物取引業法に基づく保証金の差入れ目的のための国債の保有に限定しています。デリバティブ取引につきましては、借
入金及び投資法人債の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

（2）	金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　差入保証有価証券は、宅地建物取引業法に基づく保証金として差し入れている満期保有目的の国債です。
　借入金の資金使途は、不動産及び不動産信託受益権の購入資金（購入に伴う諸費用を含みます。）若しくは既存の借入金のリ
ファイナンス資金です。
　変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引をヘッジ手段として利用し当該リスクを限
定しています。
　ヘッジの有効性評価の方法については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変
動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することにより、ヘッジの有効性を評価しています。
　デリバティブ取引の執行・管理については、本投資法人のデリバティブ取引に関するリスク管理方針に従って行っており、
また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。
　また、借入金は、流動性リスクに晒されていますが、月次で資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。
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（3）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることも
あります。また、「2. 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体
がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の通りです。

貸借対照表計上額
（千円）

時　価
（千円）

差　額
（千円）

（1）現金及び預金
（2）信託現金及び信託預金
（3）差入保証有価証券

9,924,511
2,545,963

9,694

9,924,511
2,545,963

10,064

－
－

369
資産合計 12,480,169 12,480,538 369

（4）短期借入金
（5）1年内返済予定の長期借入金
（6）投資法人債
（7）長期借入金

（8,000,000）
（25,952,757）

（3,700,000）
（79,583,065）

（8,000,000）
（25,952,757）

（3,742,460）
（79,574,215）

－
－

（42,460）
8,849

負債合計 （117,235,823） （117,269,433） （33,610）
（8）デリバティブ取引 （674,896） （674,896） －

（※1）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（　）で示しています。

（注1）	金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金、（4）短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（3）差入保証有価証券
　売買参考統計値を時価としています。
　なお、これに関する貸借対照表計上額と時価との差額は以下の通りです。

（満期保有目的の債券）
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額
時価が貸借対照表計上額を超えるもの 国債 9,694 10,064 369
時価が貸借対照表計上額を超えないもの － － － －

合　計 9,694 10,064 369
（5）1年内返済予定の長期借入金、（7）長期借入金
　時価については、変動金利によるものは、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借り入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り
引いて算定する方法によっています。
　一部の変動金利による長期借入金は金利スワップ（特例処理）の対象とされており（「デリバティブ取引に関する注記」参照）、当該金利スワップと
一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっています。

（6）投資法人債
　時価については、日本証券業協会が公表している参考値によっています。

（8） デリバティブ取引
　①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
　②ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下の通りです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の
種類等 主なヘッジ対象 契約額等（※1） 時価（※2）　 うち1年超

原則的処理方法 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 借入金 75,000,000 75,000,000 △674,896

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 借入金 7,864,000 7,864,000 （※3）

（※1）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（※2）時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
（※3）‌�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該借入金の時価に含

めて記載しております。

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
　該当するものはありません。

（注3） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

現金及び預金 9,924,511 － － － － －
信託現金及び信託預金 2,545,963 － － － － －
差入保証有価証券 － － 10,000 － － －

（注4） 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

1年内返済予定の長期借入金 25,952,757 － － － － －
投資法人債 － － － 2,000,000 1,700,000 －
長期借入金 － 18,404,405 28,664,660 13,500,000 6,814,000 12,200,000
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当期（自  平成28年4月1日　至  平成28年9月30日）

1. 金融商品の状況に関する事項
（1）	金融商品に対する取組方針

　本投資法人は、不動産及び不動産信託受益権の取得に当たっては、銀行借入、投資法人債の発行及び投資口の発行等による
資金調達を行います。また、本投資法人は、原則として、金融商品による資金運用は行わない方針であり、有価証券への投資は、
宅地建物取引業法に基づく保証金の差入れ目的のための国債の保有に限定しています。デリバティブ取引につきましては、借
入金及び投資法人債の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行いません。

（2）	金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　差入保証有価証券は、宅地建物取引業法に基づく保証金として差し入れている満期保有目的の国債です。
　借入金の資金使途は、不動産及び不動産信託受益権の購入資金（購入に伴う諸費用を含みます。）若しくは既存の借入金のリ
ファイナンス資金です。
　変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引をヘッジ手段として利用し当該リスクを限
定しています。
　ヘッジの有効性の評価方法については、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変
動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することにより、ヘッジの有効性を評価しています。
　デリバティブ取引の執行・管理については、本投資法人のデリバティブ取引に関するリスク管理方針に従って行っており、
また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。
　また、借入金は、流動性リスクに晒されていますが、月次で資金繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

（3）	金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることも
あります。また、「2. 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体
がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年9月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の通りです。

貸借対照表計上額
（千円）

時　価
（千円）

差　額
（千円）

（1）現金及び預金
（2）信託現金及び信託預金
（3）差入保証有価証券

11,121,948
2,130,837

9,750

11,121,948
2,130,837

10,066

－
－

315
資産合計 13,262,535 13,262,851 315

（4）短期借入金
（5）1年内返済予定の長期借入金
（6）投資法人債
（7）長期借入金

－
（22,183,405）

（9,200,000）
（85,748,660）

－
（22,183,405）

（9,243,550）
（85,812,923）

－
－

（43,550）
（64,263）

負債合計 （117,132,065） （117,239,879） （107,813）
（8）デリバティブ取引 （525,711） （525,711） －

（※1）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（　）で示しています。

（注1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金、（4）短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（3）差入保証有価証券
　売買参考統計値を時価としています。
なお、これに関する貸借対照表計上額と時価との差額は以下の通りです。

（満期保有目的の債券）
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額
時価が貸借対照表計上額を超えるもの 国債 9,750 10,066 315
時価が貸借対照表計上額を超えないもの － − − −

合　計 9,750 10,066 315
（5）1年内返済予定の長期借入金、（7） 長期借入金
　時価については、変動金利によるものは、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっています。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の借り入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り
引いて算定する方法によっています。
　一部の変動金利による長期借入金は金利スワップ（特例処理）の対象とされており（「デリバティブ取引に関する注記」参照）、当該金利スワップと
一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっています。

（6）投資法人債
　時価については、日本証券業協会が公表している参考値によっています。

（8）デリバティブ取引
　①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
　②ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下の通りです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の
種類等 主なヘッジ対象 契約額等（※1） 時価（※2）　 うち1年超

原則的処理方法 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 借入金 75,000,000 75,000,000 △525,711

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 借入金 7,864,000 7,864,000 （※3）
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（※1）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（※2）時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
（※3）‌�金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該借入金の時価に含

めて記載しております。

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
該当するものはありません。

（注3） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

現金及び預金 11,121,948 － － － － －
信託現金及び信託預金 2,130,837 － － － － －
差入保証有価証券 － － 10,000 － － －

（注4） 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

1年以内
（千円）

1年超
2年以内
（千円）

2年超
3年以内
（千円）

3年超
4年以内
（千円）

4年超
5年以内
（千円）

5年超
（千円）

1年内返済予定の長期借入金 22,183,405 － － － － －
投資法人債 － － － 3,700,000 3,000,000 2,500,000
長期借入金 － 22,031,660 21,253,000 6,450,000 17,014,000 19,000,000

（賃貸等不動産に関する注記）
前期（ご参考）（自  平成27年10月1日　至  平成28年3月31日）

　本投資法人では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸住宅を有しています。これら賃貸等不
動産に関する平成28年3月31日現在の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、以下の通りです。
� （単位：千円）

用　途
貸借対照表計上額

期末時価
期首残高 期中増減額 期末残高

賃貸等不動産 204,235,558 10,238,338 214,473,897 236,809,000
合　計 204,235,558 10,238,338 214,473,897 236,809,000

（注1）貸借対照表計上額は、取得価額（取得に伴う付随費用を含みます。）から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。
（注2）期中増減額のうち、主な増加は、下記8物件の取得によるものであり、主な減少は、減価償却費によるものです。

＜取得不動産等＞
グランカーサ永山公園通
グランカーサ南11条
グランカーサ三ノ輪
さくらHillsリバーサイドWEST
さくらHillsリバーサイドEAST
さくらHills名駅NORTH
ルネ日本橋アネーロ
さくらHills富士見

（注3）期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価格を記載しております。

　また、賃貸等不動産に関する平成28年3月期における損益は、以下の通りです。
� （単位：千円）

用　途 損益計算書における金額
賃貸事業収益 賃貸事業費用 賃貸事業損益

賃貸等不動産 7,943,724 3,455,339 4,488,385
合　計 7,943,724 3,455,339 4,488,385

（注）	‌� 賃貸事業収益及び賃貸事業費用は、賃貸事業収入（その他賃貸事業収入を含む。）とこれに対応する費用（減価償却費、物件管理等委託費、公租公課、
営業広告費等）であり、それぞれ「営業収益」及び「賃貸事業費用」に計上されています。
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当期（自  平成28年4月1日　至  平成28年9月30日）

　本投資法人では、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸住宅を有しています。これら賃貸等不
動産に関する平成28年9月30日現在の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、以下の通りです。
� （単位：千円）

用　途
貸借対照表計上額

期末時価
期首残高 期中増減額 期末残高

賃貸等不動産 214,473,897 △778,336 213,695,561 239,424,000
合　計 214,473,897 △778,336 213,695,561 239,424,000

（注1）貸借対照表計上額は、取得価額（取得に伴う付随費用を含みます。）から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。
（注2）期中増減額のうち、主な減少は、減価償却費によるものです。
（注3）期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価格を記載しております。

　また、賃貸等不動産に関する平成28年9月期における損益は、以下の通りです。
� （単位：千円）

用　途
損益計算書における金額

賃貸事業収益 賃貸事業費用 賃貸事業損益
賃貸等不動産 8,133,821 3,628,670 4,505,150

合　計 8,133,821 3,628,670 4,505,150
（注）	‌� 賃貸事業収益及び賃貸事業費用は、賃貸事業収入（その他賃貸事業収入を含む。）とこれに対応する費用（減価償却費、物件管理等委託費、公租公課、

営業広告費等）であり、それぞれ「営業収益」及び「賃貸事業費用」に計上されています。

（資産の運用の制限に関する注記）

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。

（関連当事者との取引に関する注記）
前期（ご参考）（自  平成27年10月1日　至  平成28年3月31日）

属　性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口等の
所有割合 取引の内容 取引金額

（千円） 科　目 期末残高
（千円）

資産運用会社
株式会社ミカサ・
アセット・
マネジメント

投資運用業 0.04％ 機関運営報酬 900 未払費用 486

利害関係人等
株式会社
大和証券
グループ本社

金融商品取引業を
営む会社の株式の
所有・管理・支配

3.35％ 賃貸事業収入等 13,154

前受金 2,217
預り敷金
及び保証金 1,360

信託預り敷金
及び保証金 1,418

資産保管会社
三菱UFJ
信託銀行
株式会社

銀行業務及び
信託業務 －

一般事務の委託 25,894 未払費用 13,906
証券代行業務の委託 11,886 未払費用 2,403
不動産信託受益権
信託報酬 47,776 営業未払金 －

短期借入金の借入 500,000 短期借入金 500,000

資金の返済 － 1年内返済予定
の長期借入金 951,000

長期借入金の借入 － 長期借入金 4,013,000
借入金利息の支払い 26,219 未払費用 1,451

（注1）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注2）取引条件及び取引条件の決定方針等：市場価格等を参考に決定しています。

Ⅵ.注記表
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当期（自  平成28年4月1日　至  平成28年9月30日）

属　性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口等の
所有割合 取引の内容 取引金額

（千円） 科　目 期末残高
（千円）

資産運用会社
株式会社ミカサ・
アセット・
マネジメント

投資運用業 0.04％ 機関運営報酬 1,100 未払費用 486

利害関係人等
株式会社
大和証券
グループ本社

金融商品取引業を
営む会社の株式の
所有・管理・支配

3.35％ 賃貸事業収入等 11,735

前受金 2,113
預り敷金
及び保証金 1,697

信託預り敷金
及び保証金 1,107

利害関係人等 大和証券
株式会社

有 価 証 券 等 の 売
買、有価証券等の
売買の媒介、取次
又は代理、有価証
券の引受等の金融
商品取引業及びそ
れに付帯する事業

0.01％ 投資法人債引受手数
料 25,110 未払費用 －

資産保管会社
三菱UFJ
信託銀行
株式会社

銀行業務及び
信託業務 －

一般事務の委託  26,574 未払費用 14,428
証券代行業務の委託 12,248 未払費用 2,131
不動産信託受益権信
託報酬 41,999 営業未払金 －

資金の返済 500,000 1年内返済予定
の長期借入金 951,000

長期借入金の借入 500,000 長期借入金 4,513,000
借入金利息の支払い 30,888 未払費用 1,228

（注1）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注2）取引条件及び取引条件の決定方針等：市場価格等を参考に決定しています。

（1口当たり情報に関する注記）

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

1口当たり純資産額� 65,501円
1口当たり当期純利益� 1,722円
　1口当たり当期純利益は当期純利益を日数加重平均投資口数
で除することにより算定しています。
　また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、
潜在投資口がないため記載していません。

1口当たり純資産額� 65,538円
1口当たり当期純利益� 1,667円
　1口当たり当期純利益は当期純利益を日数加重平均投資口数
で除することにより算定しています。
　また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、
潜在投資口がないため記載していません。

（注）1口当たり当期純利益の算定上の基礎は以下の通りです。

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

当期純利益 2,824,247千円 2,735,199千円
普通投資主に帰属しない金額 －千円 －千円
普通投資口に係る当期純利益 2,824,247千円 2,735,199千円
期中平均投資口数 1,640,060口 1,640,060口

（重要な後発事象に関する注記）
当期（自  平成28年4月1日　至  平成28年9月30日）
　A. 資産の取得
　　本投資法人は、平成28年9月23日付で以下の物件の取得に係る売買契約を締結し、平成28年10月3日付で取得しました。
物件名称（注1） 知事公館前タワーレジデンス
資産の種類 信託受益権
取得価格（注2） 4,530,000千円
取得先 国内合同会社
取得日 平成28年10月3日

（注1）取得日付で、ベルフェリーク知事公館前から名称を変更しました。
（注2）‌�当該不動産に係る信託受益権の取得に要する諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（信託受益権譲渡契約書に記載された不動産に係

る信託受益権の売買価格）を記載しています。
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項　目
前期（ご参考）

自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）
当　期

自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）
Ⅰ　当期未処分利益
Ⅱ　配当積立金取崩額
Ⅲ　分配金額
　　（投資口1口当たり分配金の額）
Ⅳ　次期繰越利益

2,824,942,731円
－円

2,824,183,320円
（1,722円）

759,411円 

2,735,958,636円
52,481,920円

2,788,102,000円
（1,700円）

338,556円 
分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第15条第1項の定め

る金銭の分配の方針に基づき、分配金の
額は租税特別措置法第67条の15に規定
されている「配当可能利益の額」の90％
に相当する金額を超えるものとしていま
す。かかる方針により、当期未処分利益
を 超 え な い 額 で 発 行 済 投 資 口 数
1,640,060口の整数倍の最大値となる
2,824,183,320円を利益分配金として分
配することとしました。なお、本投資法
人の規約第15条第3項に定める利益を超
えた金銭の分配は行いません。

　本投資法人の規約第15条第1項の定め
る金銭の分配の方針に基づき、分配金の
額は租税特別措置法第67条の15に規定
されている「配当可能利益の額」の90％
に相当する金額を超えるものとしていま
す。かかる方針により、当期未処分利益
2,735,958,636円に、配当積立金取崩額
52,481,920円を加算した金額を超えな
い額で発行済投資口数1,640,060口の整
数倍の最大値となる2,788,102,000円を
利益分配金として分配することとしまし
た。なお、本投資法人規約第15条第3項
に定める利益を超えた金銭の分配は行い
ません。

Ⅶ.金銭の分配に係る計算書
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Ⅷ.監査報告書
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（単位：千円）
前期（ご参考）

自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）
当　期

自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）
営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,824,852 2,735,804
減価償却費 1,668,207 1,715,666
長期前払費用償却額 293,896 274,579
投資法人債発行費償却 3,678 5,883
投資口交付費償却 8,892 8,892
受取利息 △272 △10
支払利息 533,192 513,813
貸倒引当金の増減額（△は減少） △581 4,971
営業未収入金の増減額（△は増加） △38,971 △6,601
前払費用の増減額（△は増加） 1,379 △61,623
未収消費税等の増減額（△は増加） 17,514 19,921
営業未払金の増減額（△は減少） 14,975 △36,775
未払消費税等の増減額（△は減少） − 42,694
未払金の増減額（△は減少） △19,935 15,068
未払費用の増減額（△は減少） 18,735 39
前受金の増減額（△は減少） △47,936 △103,906
長期前払費用の支払額 △7,436 △113,571
その他 2,629 △12,260
小計 5,272,818 5,002,585
利息の受取額 272 10
利息の支払額 △524,432 △513,288
法人税等の支払額 △592 △604
営業活動によるキャッシュ・フロー 4,748,067 4,488,702

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △8,732,331 △559,330
信託有形固定資産の取得による支出 △3,186,357 △127,278
投資有価証券の払戻による収入 401 −
預り敷金保証金の純増減額（△は減少） 209,716 141,694
信託預り敷金保証金の純増減額（△は減少） △142,816 △188,232
無形固定資産の取得による支出 △97 −
投資活動によるキャッシュ・フロー △11,851,483 △733,146

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入 8,000,000 −
短期借入金の返済による支出 △1,200,000 △8,000,000
長期借入れによる収入 2,370,000 17,000,000
長期借入金の返済による支出 △1,170,000 △14,603,757
投資法人債の発行による収入 − 5,500,000
投資法人債発行費の支出 − △44,935
分配金の支払額 △2,864,915 △2,824,551
財務活動によるキャッシュ・フロー 5,135,084 △2,973,245

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,968,331 782,310
現金及び現金同等物の期首残高 14,438,806 12,470,474
現金及び現金同等物の期末残高 ※1� 12,470,474 ※1� 13,252,785

（注）‌�キャッシュ・フロー計算書は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」に基づき作成し、参考情報として添
付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人に関する法律」第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象でないため、
会計監査人の監査は受けていません。

Ⅸ.キャッシュ・フロー計算書（参考情報）
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）（参考情報）

期　別

項　目

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現
金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並び
に容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負わない取得日から
3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっています。

　同左

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）

前期（ご参考）
自  平成27年10月 1 日（至  平成28年 3 月31日）

当　期
自  平成28年 4 月 1 日（至  平成28年 9 月30日）

※1	‌�現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

（平成28年3月31日現在）
現金及び預金	 9,924,511千円
信託現金及び信託預金	 2,545,963千円
現金及び現金同等物	 12,470,474千円

※1	‌�現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

（平成28年9月30日現在）
現金及び預金	 11,121,948千円
信託現金及び信託預金	 2,130,837千円
現金及び現金同等物	 13,252,785千円
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出来高（口）
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分割：1口→4口
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所有者別
投資口数

所有者別
投資主数

金融機関（金融商品取引業者を含む） その他法人 外国法人等 個人・その他

74人（0.4％）
236人（1.2％）

231人（1.2％）

18,491人（97.2％）

848,313口（51.7％） 73,735口（4.5％） 541,275口（33.0％） 176,737口（10.8％）

氏名又は名称 所有投資口数（口） 発行済投資口の総数に対する
所有投資口数の割合（％）（注） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 277,361 16.9

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 178,883 10.9

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 151,669 9.2

ノムラ・バンク・ルクセンブルグ・エスエー 128,789 7.8

野村信託銀行株式会社（投信口） 82,724 5.0

株式会社大和証券グループ本社 55,014 3.3

THE BANK OF NEW YORK, NON-TREATY JASDEC ACCOUNT 35,808 2.1

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 27,618 1.6

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505012 20,545 1.2

SIX SIS LTD. 19,587 1.1

合　計 977,998 59.6

（平成28年9月30日現在）

（平成28年9月30日現在）

（注） 小数第2位以下を切り捨てて表示しています。

投資主インフォメーション

投資口価格及び出来高の推移

主要な投資主の状況

投資主分布状況

65



■ 3月期 10月1日 3月31日 5月 6月

運用期間開始 決算期末 決算発表 分配金支払開始日

■ 9月期 4月1日 9月30日 11月 12月

決 算 期 日 毎年3月末日、9月末日
投 資 主 総 会 原則として2年に1回以上開催
同 議 決 権 行 使 投 資 主 確 定 日 あらかじめ公告して定めた日
分 配 金 支 払 確 定 基 準 日 毎年3月末日、9月末日（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内にお支払い致します。）
上 場 金 融 商 品 取 引 所 東京証券取引所（銘柄コード：8986）
公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞
投 資 主 名 簿 等 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱UFJ信託銀行株式会社
同 事 務 取 扱 場 所

（ 郵 便 物 送 付 先 電 話 お 問 合 せ 先 ）
〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部   0120-232-711

同 取 次 所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
特 別 口 座 管 理 機 関

（旧プロスペクト・リート投資法人の特別口座） 東京都中央区八重洲一丁目2番1号　みずほ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所
（ 郵 便 物 送 付 先 電 話 お 問 合 せ 先 ）

〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部   0120-288-324

IRカレンダー

投資主メモ

「分配金」は「投資主分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行並びに郵便局（銀行代理業）にお持ちいただくことでお受け
取りいただけます。受取期間を過ぎた場合は、「投資主分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、三菱UFJ信託銀行株
式会社証券代行部へご郵送いただくか、同銀行の各支店窓口にてお受け取りください。
また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定、源泉分離課税選択申告などのお手続きをご希望の方は、お取引の証券
会社までご連絡ください。

分配金について

住所等の変更手続きに必要な書類のご請求等は、お取引の証券会社までご連絡ください。
住所等の変更手続きについて

本投資法人は平成22年７月１日付で旧プロスペクト・リート投資法人と合併しております。同投資法人の投資口を保有して
いた投資主様で特別口座に記録された投資口に関する各種お手続きにつきましては、みずほ信託銀行株式会社が口座管
理機関になっておりますので、上記特別口座管理機関にお問い合わせください。

特別口座について

日本賃貸住宅投資法人のホームページでは、投資方針や、投資法人の基本的な仕組みについてのご案内をはじめ、最新
のニュースリリース、決算短信等の各種ディスクロージャー資料、月次の稼働率の情報、分配金に関する情報などをご覧
いただけます。また、投資物件の一覧や、物件の条件検索、物件概要などをご覧いただけます。

日本賃貸住宅投資法人ホームページアドレス http://www.jrhi.co.jp/
ホームページについて
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